研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　青南病院　　　　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　下平　英範

	期　　間　　平成　18年　8月　25日　(金)

	出張目的　　平成18年度青森県精神科病院･診療所協会PSW部門研修会参加のため

	出 張 先　　青森県総合社会教育センター

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


講演　「大阪府の退院促進事業の導入と経過について」

講師　奥村由美　（財）精神障害社会復帰促進協会

要旨

大阪府の退院促進事業は、平成9年の大和川病院事件を発端としている。大和川病院事件の表面化により、精神障害者に対する人権侵害の現状を把握し、行政の取り組むべき課題を明示することが求められるようなった。「精神障害者に対する人権侵害は、精神科病院への社会的入院、社会復帰施設設置をめぐる地域住民の反対運動、自立と社会参加を進めるための施策の不備に起因する」という、大阪府の精神保健福祉審議会の答申がなされた。この答申を基に、平成12年度から大阪府の退院促進事業が展開されることとなった。平成15年度からは、精神障害者退院促進支援事業として国の予算事業として、平成18年度からは自立支援法第78条｢都道府県地域生活支援事業｣として規定されることとなった。

退院促進事業の対象となる方は、①主治医の推薦がある人、②12ヶ月以上入院している中・長期入院している人、③本人が当該事業を利用してみたい人、となっている。また、退院促進事業の特徴は自立支援員の1対1の濃密な支援である。自立支援員は大阪府では44名（H18年4月）おり、1保健福祉圏域に1～3名が配置されている。自立支援員は社会復帰促進協会に所属しており、精神保健福祉士などの専門家の他に、ボランティアや当事者が自立支援員として働いている。自立支援員は、退院促進事業を利用したい方の病院へ赴き、外出（喫茶店やスーパー）や社会復帰施設などへの見学に同行するなど、利用者との関係を徐々に築いていく。利用者は退院に対する不安・プレッシャー・心配事がある為、自立支援員と関係を築いていくことで、徐々に不安・プレッシャー・心配事が軽減されていく。この関係作りで大切な事は、できるだけハードル（目標）を低く設定することである。最初から「退院」という目標は利用者にとっては、不安感やプレッシャーを強める事になる為、自立支援員と一緒に外出するということが支援開始直後の目標になる場合もある。

退院促進支援事業の実施手順は、①病院から候補者の推薦（本人の了解を得てから）、②自立支援促進会議対象者決定・基本的支援計画検討、③「自立支援員」が関係スタッフと共に病院で面会、本人の希望を確認、利用申し込み書を受け取る、④支援開始（院内面接、近くへの外出、見学、作業者等への通所）、⑤適宜自立支援促進会議やケア会議で支援計画見直し、⑥必要に応じて地域生活支援センターでケアマネジメント実施（退院後のﾌｫﾛｰは各機関の本来業務となる）。①～⑥が実施手順となる（別紙1参照）。

平成12年度から開始された退院促進支援事業は、平成17年度までで190名の方の支援を行なってきた。内訳は①退院支援継続：3名（1.6％）②退院支援終了：116名（61.1％）③入院・支援継続：28名（14.7％）④支援中止：43（22.6％）。支援中止は、利用者の病状悪化や病院側との支援の方向性が一致できなかった事などが原因となっている。対象者の病名は、統合失調症159名（83.7％）と最も多く、総入院期間は5年～10年という方が6割以上となっている。退院後（支援終了）の住居としては、ｱﾊﾟｰﾄでの一人暮らし（45名､37.8％）と最も多く､次いでｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ（23名、19.3％）・生活訓練施設（20名、16.8％）・家族と同居（21名、17.6％）となっている。支援の平均期間は11.7ヶ月であり、支援内容は①関係機関調整（3147回）、②協力施設への通所支援（3111回）、③院内面接（2373回）となっている。退院後の再入院は119名中、23名となっている。

退院促進支援事業を行なう上で生まれた新たな取り組みとしては、①事業対象者や家族を対象にした「退院促進支援事業の説明会・茶話会」、②病院や地域スタッフを対象とした「退院促進事業の説明会・社会資源の見学」、その他には③退院支援システム整備検討会の立ち上げ、④病院、保健所スタッフによる定期的な情報交換などが挙げられる。

まとめとして、退院させる事業＝退院促進支援事業ではなく、自立支援員との院外外出などを経験することで、生活の選択肢を保証する事業である。また、再入院させない退院の方法＝退院促進支援事業ではなく、利用者がしたい生活の実現のお手伝いが退院促進支援事業である

　考察

　まず、印象的に残った言葉は、「社会的入院は精神障害者の人権を侵害している」という言葉である。当院でも家族調整・環境調整が整えば退院できる方々は多い。入院患者様に対して、支援を行なわずただ入院させておくという事は、患者様の生活の幅を限定させてしまうという事でやはり人権侵害ではないかと強く感じた。PSWとして患者様の人権を守る立場にいる人間としては、考えさせられる内容であった。

　自立支援員は専門家から当事者まで色々な方がいる。自立支援員が行なう支援は、普段私たちPSWが行なう業務と重複している点が多い。しかし、病院外からアウトリーチすることで患者様・病院に新しい風を吹き込む役割も果たしていると感じた。自立支援員は対象者に対して、院内面接・外出などを繰り返し、長期間関わっていく（総支援期間が最長4年間の方もいた）。やはり、普段からの絶え間ない関わりが退院に向けた支援として大切になるのだと感じた。

　自立支援員が来る病院側のPSWとしての役割についても考察する事ができた。退院促進支援事業という資源を把握すると共に、退院促進支援事業について患者や家族に対して情報提供していくことが必要となる。また、退院促進支援事業が行なわれていく上では自立支援員や関係機関との調整役を担う事になる。病院側・退院促進支援事業側との方向性が一致せず、退院促進支援事業が中止となるケースもあった。そこで大阪府では、病院側・退院促進支援事業側との方向性を一致する為に、自立支援会議などを保健所が開催している。

パネルディスカッション

1 地域生活支援センターの立場から　高橋玲子氏（地域生活支援センター　清里）

2 病院の立場から　　　　　　　　　清藤尊子氏（弘前愛成会病院）

3 生活訓練施設の立場から　　　　　横内　衛氏（生活訓練施設　SUN）

パネルディスカッションでは、県内の地域生活支援センター・病院・生活訓練施設で行なわれている退院に向けた取り組みについての発表があった。

青森県内では、まだまだ計画性のある退院向けた取り組みはない状況である。しかし、現況に甘んじることはできない。社会的入院は精神障害者にとって人権侵害であることを忘れることはできない。国家予算化された事業であり、今後青森県内でも退院促進支援事業は行なわれると考えられるが、今回の講演に県庁や保健所の職員が参加していなかったことは残念である。今後青森県内で退院促進支援事業を行なっていく上では、病院・社会復帰施設・行政職員との連携・協力は欠かす事のできないことである。病院・社会復帰施設・行政職員とが有機的に連携・協力できるよう、今回の研修で学んだことを普段の業務に活かしていきたい。
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